
雪崩に関するレビューと今後の研究について 

 
 
 
 
 
 
 
１．はじめに 

 平成 21～22 年にかけて砂防学会研究開発部会に

設置された「気候変化が土砂災害に及ぼす影響に関

する研究委員会」において，雪崩分野の分科会も設

けられた。分科会では，既往の文献等をもとに気候

変化によって引き起こされる可能性がある現象を整

理し，全国各地の積雪深等のデータや雪崩事例を分

析し，今後必要な調査研究について考察した。 
 
２．対象現象 

 表層雪崩，全層雪崩に加えて富士山周辺でこれま

で発生が確認されているスラッシュ雪崩なども対象

とした。 
 
３．土砂災害等に関わる課題 

 3.1 高標高，高緯度で積雪深が増加 

 全国の AMEDAS 観測点及びスキー場の積雪深デ

ータについて過去 100 年程度の経年変化では，長期

トレンドでは積雪深が減少する地域が卓越するが，

最近 20 年程度はその傾向が鈍化しているように見

える。一方で，高標高域や高緯度地域では積雪深の

増加を予測する研究事例があり，地域によっては雪

崩リスクが減少または増加する危険性がある。 
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図－1 気温と積雪深の変化 

 

図－2 気温上昇に伴う雪崩発生気候分布域の変化予測 
 3.2 気温の上昇 

 収集した実績データによれば，冬季平均気温偏差

が+1.5℃では積雪深は平年比 0.8～0.6 以下になる地

域が多くなり，長期的には現在に比べると積雪深が

相当量減少することが予想される。一方で，数日単

位の短期的な気温上昇に伴って融雪が促進され，湿

雪雪崩や融雪洪水の危険性が増加することが予想さ

れる。雪温が高い積雪は低温の積雪より強度が小さ

く雪崩を起こしやすいという既存文献もあるが，気

温上昇に伴う湿雪雪崩の発生メカニズムには不明な

点が多い。 
3.3 融雪再凍結 

 雪面が融雪再凍結をするとクラストが形成され，

その上に積もった雪との境界がすべり面となって雪

崩が発生するとの指摘がされている。発生しやすい

気象条件として，概ね 10 年確率に相当する 1.5ｍ以

上の積雪深かつ-5℃～+5℃程度の気温が必要，との

報告があるが，気温の大きな変化や降雨による融雪
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再凍結により，雪崩の発生リスクが高まる可能性が

考えられる。 
3.4 スラッシュ雪崩の増加 

 積雪斜面に降雨があると発生するスラッシュ雪崩

は，富士山周辺で発生事例が報告されているが，そ

の発生メカニズムが未だ明確ではない。収集したス

ラッシュ雪崩 26 事例について，発生件数と積雪深平

年値，冬季気温平年差の推移等を比較したが，特筆

すべき関連は見いだすことができなかった。 
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図－3 スラッシュ雪崩の発生件数と積雪深平年比

（上），冬季気温平年差と冬季雨日数平年差の推移（下） 

3.5 少雪化傾向の中のドカ雪 

 2000 年代に入ってから豪雪年を経験するなど，変

動がやや激しくなっているとの指摘がある。また，

気候変化が気象現象のブレ幅を拡大させ，雪崩の被

災リスクを増加させる可能性も指摘されている。日

本学術会議の提言では，今後 100 年にわたる環境の

変化により災害外力が増加するとされており、気温

上昇とともに降雨量，時間雨量，降雨日数等が増加

し，極端気象の発生頻度が高くなるとされている。 
 
４．まとめ 

 これまでの研究結果から，全国の積雪深データに

よる長期的な変更傾向および統計モデルや物理的モ

デルを利用した積雪量の将来予測が行われている。

ただし，降雪量は季節風や海流のほか，地球規模の

寒気の吹き出しや低気圧の経路といった気温以外の

影響も受けると考えられる。このため，今後の調査

観測により積雪深の変化が気候変化に伴うものかど

うかを明らかにしていく必要がある。また，気象の

長期的な変化の傾向や予測結果を踏まえ，将来予測

される雪崩現象の種類や発生・移動メカニズムおよ

びその頻度について研究を行う必要がある。防災対

策に反映させるためには，雪崩現象をもたらす雪の

量的・質的変化を踏まえた検討が求められる。 
また，ここまで触れてきた既往文献で報告されて

いる予測結果は，多くの条件が仮定された中で得ら

れたものであることから，今後，現地での実態調査

による分析が欠かせない。雪崩の発生区は一般的に

山間部に集中しており，平地に比べて気象観測が手

薄な地域でもある。雪崩の実態把握に際しては基礎

的なデータを容易に取得できることが不可欠であり，

気象観測網の更なる充実も望まれる。 
最後に，今回レビューした既往文献の大半が雪氷

分野の研究者らによって作成されていることに鑑み，

彼らとの連携を一層深めるなどの工夫が重要である。 
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